
令和７年度 小浜市国保ヘルスアップ事業 

業務委託に係る企画提案競技実施要領 

 

   

1． 趣旨・目的 

データを活用した特定健診の未受診者対策および、生活習慣病重症化予防に対する効率的・効

果的な施策を立案、実施することで生活習慣病予防および重症化予防を図ることを目的とする。 

 

2． 公募の概要 

公募概要は、次のとおり 

(１) 委託業務名 令和７年度小浜市国保ヘルスアップ事業業務委託 

 業務Ⅰ 特定健康診査データ分析及び未受診者対策業務 

 業務Ⅱ 特定健康診査データ分析及び継続受診対策業務 

 業務Ⅲ 生活習慣病重症化予防受診勧奨業務 

 

 (２) 提案上限額 ７，４１４，５５０円（消費税および地方消費税を含む） 

            【内訳】業務Ⅰ、Ⅱ ：６，０４１，２００円 

                業務Ⅲ   ：１，３７３，３５０円 

 

 (３) 業務内容  別紙「仕様書」のとおり。 

 (４) 委託期間  契約締結の日から令和８年３月３１日まで 

  

3． 参加資格 

  次に掲げる要件の全てを満たす者が、応募できるものとする。 

 

(1) 令和７年度小浜市入札参加資格者名簿に登録されていること。 

(2) 当該実施要領公表日からプレゼンテーション実施日において、小浜市入札参加停止基準による

入札参加停止措置を受けていないこと。 

(3) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。 

(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生開始手続きの申立てがなされている者

（更生手続き開始の決定を受けている者を除く）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

に基づく再生手続き開始の申立てをされている者（再生手続き開始の決定を受けている者を除

く）でないこと。 

(5) 自社もしくは自社の役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に掲げる暴力団、同条第６号に掲げる暴力団及びそれらの利益となる

活動を行っている者でないこと。（落札者となった場合には、必要に応じて別に定める誓約書、

役員名簿の提出及び当該役員について警察当局に照会することについて、あらかじめ了知する

こと。） 

(6) 小浜市（特定健康診査対象者数 4000名程度）と同等の規模以上の自治体で、直近 3年間（令和

4年度～令和 6年度）において本業務と同様の業務を受託した実績があること。 

(7) 小浜市（特定健康診査対象者数 4,000 人程度）と同規模以上の自治体で、本業務と同様の業務

において、令和 3 年度法廷報告値と令和 4 年度法廷報告値を比較して受診率向上実績があるこ

と。 

(8) 当該実施要領公表日からプレゼンテーション実施日までの期間において、委託者その他の行政

機関等（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）（以下「法」という。）第

２条第１１項の定義する行政機関等をいう。以下同様とする。）の委託による保有個人情報に

ついて、個人情報保護委員会又は主務大臣から行政機関等の保有個人情報の取扱いについて命

令（法第１４８条）を受けたことがないこと、または、個人情報取扱事業者、行政機関等その

他の保険者から個人情報の取扱いに起因して競争入札参加資格停止の措置を受けていないこと。 

 

 

 

 



4． 公募から契約履行までの日程 

項番 項目 日時等 

 広告（案件公表・資料配布） 令和７年４月１１日（金） 

 質問受付期限 令和７年４月１８日（金） 

 質問回答期限 令和７年４月２３日（水） 

 参加意思確認書の提出期限 令和７年４月２５日（金） 

 企画提案書提出期限 令和７年５月 ９日（金） 

 プロポーザル 令和７年５月１６日（金） 

 審査結果通知（予定） 令和７年５月２１日（水） 

 契約手続き（予定） 令和７年５月下旬 

 

5． 募集における応募、審査等の手順 

(１) 仕様書等の入手 

    仕様書等関係書類及び様式は、小浜市のホームページにて配布するので、入手する 

こと。（健康・医療・年金 | 小浜市公式ホームページ） 

 

 (２) 募集要項・仕様書に対する質疑応答の実施 

   本業務に応募しようとする応募者は、本募集要領、仕様書に記載している内容に対す 

る質問を行うことができる。質問書様式は必要に応じて項目を追加できる。 

①質疑の受付 

a 受付期間 令和７年４月１８日（金）まで 

b 提出方法 質問書（様式１）に記入の上、「７．問い合わせ先」の E-mailによ 

り提出すること。 

c メールタイトルを「プロポ質問書（会社名）」とし「７．問い合わせ先」へ電 

話で受信の確認を行うこと。 

②質疑の回答 

a 回答日 令和７年４月２３日（水）（予定） 

b 回答方法 質問書 担当者 E-mailアドレスへ回答 

            

 (３) 参加意向申出書の提出 

  参加希望者は、次のとおり提出すること。 

①提出書類 

a プロポーザル参加意思確認書（様式２） 

b 受託実績一覧（様式３） 

c 誓約書（様式４） 

②提出期限 令和７年４月２５日（金）１７時まで 

③提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限る） 

   郵送の場合、提出期限までに必着のこと。 

④提出場所 下記「７．問い合わせ先」 

 

(４) 参加辞退 

    参加意向申出書等の提出後に参加手続きを辞退する場合は、辞退届（様式５）    

を下記「７．問い合わせ先」まで持参又は郵送にて提出すること。 

 

(５) 企画提案書の提出 

    ①会社概要 ８部（正本１部、副本７部）※任意様式 会社パンフレット可 

     （資産、役員、職員体制、担当者名、事業実績等が確認できるもの） 

    ②企画提案書 ８部（正本１部、副本７部） 

     Ａ 企画の提案（次の内容を必ず含むようにしてください） 

・対象者の選定及びグループ分け 

特定健診の受診率を向上させるため、対象受診者の効果的な分類方法を提案 

すること。また、その理由を示すこと。 

・属性に応じた通知の内容 

https://www1.city.obama.fukui.jp/kurashi/kenko-iryo-nenkin/index.html


        分類した対象者それぞれに対する勧奨の内容等、ポイントや手法が分かる提 

案をすること。 

・受診率向上のための工夫 

上記に関連して、最適な通知の作成や行動変容を起こす手法等、受診率  

向上のための工夫を示すこと。 

・受診結果の効果検証 

勧奨による結果の検証方法・内容を示すこと。 

・スケジュールの提示 

無理のない実現可能なスケジュールで示すこと。 

・個人情報の管理 

個人情報保護に関する事業者の認証取得状況や情報の管理体制、従事者の

教育等情報漏えいの防止対策を示すこと。 

・業務の実施体制 

提案内容を確実に実行できる体制を示すこと。 

・実績 

ａ小浜市（特定健康診査対象者数 4000 名程度）と同等の規模以上の自治体で、 

直近 3年間（令和 4年度～令和 6年度）において本業務と同様の業務を受託 

した実績を示すこと。 

 ｂ小浜市（特定健康診査対象者数 4,000人程度）と同規模以上の自治体で、本 

業務と同様の業務において、令和 3年度法廷報告値と令和 4年度法廷報告値 

を比較して受診率向上実績を示すこと。 

 

         Ｂ 見積書（業務ⅠⅡ、業務Ⅲの内訳を記載ください）正本１部 

         Ｃ 提出期限等  

（期限）令和７年５月 ９日（金）１７時まで 

            （提出場所）下記「７．問い合わせ先」 

（提出方法）持参または郵送によること 

 

(６) 審査 

       小浜市国保ヘルスアップ事業業務委託企画提案審査委員会を設置し、各事業者か

らの企画提案書、審査委員会からの企画提案ヒアリングにより、総合的に評価し、優

秀であると認められた者を選定する。また、後日、内容に虚偽・過大があったと判断

した場合は失格とする。 

 

   (７) 審査結果の通知 

   審査の結果は、参加者すべてに郵送により通知する。 

 

(８) 優先交渉者の決定 

        審査の結果、最も評価の高かった者を優先交渉者とし、契約締結に向けて交渉する。 

       協議が整わず契約に至らなかった場合、次点の業者を優先交渉者とする。 

 

6． 留意事項 

(１) 応募書類等の提出、プレゼンテーションの出席その他応募に関する経費については、 

全て応募者の負担とする。 

(２) プレゼンテーション開催日時などの詳細は、参加資格の確認結果を踏まえ、別途連絡 

するものとする 。 

(３) 提出された応募書類は返却しない。 

(４) 無効となるプロポーザル  

  ・ 提出期限を過ぎて提出書類が提出された場合 

  ・ 提出書類に虚偽の記載がある場合 

  ・ 著しく信義に反する行為を起こした場合 

  ・ 会社更生法の適用を申請するなど、契約を履行することが困難と認められる状態に 

至った場合 



      ・ 公共事業に関して、違法行為等により指名停止などの処分を受けている場合 

      ・ その他、要領に違反した場合 

(５) プロポーザルの結果は、ホームページ等によって公表される場合がある。 

(６) 提案書の著作権は、それぞれの製作者に帰属するが、選定を行う作業に必要な範囲に 

おいては、無断・無償で複製を作成することがある。 

 

7． 問い合わせ先 

       小浜市役所 生活福祉部 健康応援課   担当：大谷、重田朋 

       福井県小浜市南川町４－３１ （小浜市健康管理センター内） 

℡ ０７７０－６４－６０９３ 

       メール kenkou-kanri@city.obama.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式１ 

 

質 問 書 
 

令和  年  月  日 

 

小浜市長 杉本 和範 様 

 

【提出者】 

事業者名 

 

【担当者】 

          氏 名 

                          電 話 

                          E-Mail 

 

件名：令和７年度小浜市国保ヘルスアップ事業業務委託 

 

質 問 項 目 質 問 要 旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式２ 

 

プロポーザル参加意思確認書 
 

令和  年  月  日 

 

小浜市長 杉本 和範 様 

 

住  所 

 

事業者名 

 

代 表 者           ㊞ 

 

 

 

件名：令和７年度小浜市国保ヘルスアップ事業業務委託 

 

 

 

標記事項について、企画提案競技実施要領に基づき、企画提案書および見積書を指定された期限ま

でに提出します。 

 

 

担 当 者 

所属部署名  

担当者名  

電話番号  

ファックス番号  

E－Mail  



様式３ 
 
事業者名                   

 

実 績 調 書 

１，小浜市（特定健康診査対象者数 4000 名程

度）と同等の規模以上の自治体で、直近 3 年間

（令和 4 年度～令和 6 年度）において本業務と

同様の業務を受託した自治体名を記載すること 

２，小浜市（特定健康診査対象者数 4,000 人程

度）と同規模以上の自治体で、本業務と同様の

業務において、令和 3 年度法廷報告値と令和 4

年度法廷報告値を比較して受診率向上実績があ

る自治体名を記載すること。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

                                
１ 本表は１，２のそれぞれの実績のうち 10件以内を記載すること。 

２ 小浜市が求めた場合、受託実績を証する資料として、記載した件数分の契約書頭紙（契約件名・受発注者が明記されている部分）の写しを提出すること。 

提出時には、クリアファイルにて入れて提出すること。



様式４ 

 

小浜市長 杉本 和範 様 

  
住  所 

 

事業者名 

 

代 表 者           ㊞ 

 

 

誓 約 書 
  

  

令和７年度小浜市国保ヘルスアップ事業業務委託のプロポーザル参加にあたり、当社は、以下の

参加資格を有している者であることを誓約します。  

なお、この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。  
  
 

（１）当該実施要領公表日及びプレゼンテーション実施日において、小浜市入札参加停止基準による

入札参加停止措置を受けていないこと。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生開始手続きの申立てがなされている者

（更生手続き開始の決定を受けている者を除く）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

に基づく再生手続き開始の申立てをされている者（再生手続き開始の決定を受けている者を除く）

でないこと。 

（４）自社もしくは自社の役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に掲げる暴力団、同条第６号に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活

動を行っている者でないこと。（落札者となった場合には、必要に応じて別に定める誓約書、役

員名簿の提出及び当該役員について警察当局に照会することについて、あらかじめ了知するこ

と。） 

（５）小浜市（特定健康診査対象者数 4000 名程度）と同等の規模以上の自治体で、直近 3 年間（令和

4年度～令和 6年度）において本業務と同様の業務を受託した実績があること。 

（６）小浜市（特定健康診査対象者数 4,000人程度）と同規模以上の自治体で、本業務と同様の業務に

おいて、令和 3年度法廷報告値と令和 4年度法廷報告値を比較して受診率向上実績があること。 

（７）当該実施要領公表日からプレゼンテーション実施日までの期間において、委託者その他の行政

機関等（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）（以下「法」という。）第２

条第１１項の定義する行政機関等をいう。以下同様とする。）の委託による保有個人情報につい

て、個人情報保護委員会又は主務大臣から行政機関等の保有個人情報の取扱いについて命令（法

第１４８条）を受けたことがないこと、または、個人情報取扱事業者、行政機関等その他の保険

者から個人情報の取扱いに起因して競争入札参加資格停止の措置を受けていないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式５ 

 

辞 退 届 
 

 

令和  年  月  日 

 

小浜市長 杉本 和範 様 

 

 

住  所 

 

事業者名 

 

代 表 者                   ㊞ 

 

電話番号 

 

 

 

件名：令和７年度小浜市国保ヘルスアップ事業業務委託 

 

令和７年  月  日付けで参加の申し込みを行った上記業務に係るプロポーザルについて、参加

を辞退したく届け出ます。 

 

 

 

 


